
総 合 評 価 チ ャ ー ト 図 （農用地整備公団〔現緑資源公団〕の事業内容の分析と評価）

国
【事業主体】

借入金の償還 償 不足
公 団 営 ＝元金均等払い 収 に還 → 借換え

→ 支 過資 収支差※の発生 10年間で約６億円
↑徴収は順調 差 不金 ・S62 差損１億円 の差損 最終的に損失が生

知事からの申出を受 足 余剰 → ・H４ 差損２億円 → じないような方策
けて国が実施方針を 実施方針の指示 → 負担金の徴収 → ・H８ 差益２億円 の検討が必要
決定 農 ＝元利均等払い 運 用

→ 繰上償還の → ※整備割賦利息収入と整備

道 県 発生 借入金利息支払の差

農 用 現
業 市 町 村
生 緑
産 地 受 益 者
基 資
盤 (H8 291億円)
の 国庫補助金 → 事 整 源
整 業 農 用 地 総 合 整 備 事 業
備 借入金 資 → 公 H8末現在

財投資金 融資 → H8 → 金 備 完了０区域、実施中14区域 (国)
← 166億円 団

公 平成11年度以降の残事業（当庁 事 経
試算）：17区域 済
事業費 2,078億円 前 効団 うち国費 1,402億円 果

※調査中18区域を除く。 評 の
償還(H8 149億円) 測

事業費累計(H8まで) 600億円 価 定
（うち補助金） (410億円)

73区域の事業が完了
国 営

目標の達成状況や経済効果の確
農用地等緊急保全整備事業 保状況の検証が行われていない
H8末現在 ↓
完了３区域、実施中３区域

今後、費用対効果の
都 道 府 県 営 観点から事業効果を

11年度中にすべての事業が終了 (国) 検証していくことが
予定 課題

団 体 営
事業費累計(H8まで) 1,069億円 事 設 道県の畜産部門の粗生産額に占 ↑
（うち補助金） (819億円) 定 める関係市町村分のシェアを事

前 目 業着工前年と事業完了５年後で
標 比較すると

（経過的措置） 評 の ・約６割が10ポイント以上上昇
当 ・約２割が10ポイント以上低下

濃密生産団地建設事業 価 否 （昭和53年度～平成２年度完了
63区域のうち25区域）

H8末現在
完了70区域、実施中３区域

（改革の方向）
11年度中にすべての事業が終了
予定 → ・公団は平成11年10月１日解散

・解散時に開始されていた事業
事業費累計(H8まで) 6,045億円 （調査中のものを含む。）は
（うち補助金） (3,967億円) 緑資源公団に承継
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